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凡 例 

１  文中の金額は『万円単位』で表示し、各表中の金額は『千円単位』で表示している。 

なお、文中の金額『万円単位』は、単位未満を切捨てで表示し、各表中の金額『千円単位』は、

原数値により算出した上で、単位未満を四捨五入等により調整した表示としている。 

２ 文中及び各表中に用いる比率（％）について、原数値により算出し、小数点以下第２位を四捨五

入して小数点以下第１位まで表示しているが、構成比において内訳の合算と合計とが一致しない場

合については、小数点以下第２位を比較した上で、構成比が合計１００％となるよう調整した。 

３ 各符号の用法は次のとおりである。 

 「 △ 」  負数 

 「 ０ 」  該当数値がないもの又は単位未満のもの 

「０．０」   比率計算において、該当数値がないもの又は該当数値はあるが単位未満のもの 
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平成２９年度埼玉県後期高齢者医療広域連合 

一般会計・特別会計歳入歳出決算審査意見 

 

第１ 審査の対象 

 平成２９年度埼玉県後期高齢者医療広域連合一般会計歳入歳出決算 

平成２９年度埼玉県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療事業特別会計歳入歳 

出決算 

 上記各会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書、

財産に関する調書及びこれらに係る証書類 

 

第２ 審査の期間 

 平成３０年６月２２日から同年７月２７日まで 

 

第３ 審査の方法 

 審査に当たっては、審査に付された平成２９年度埼玉県後期高齢者医療広域連合一

般会計及び特別会計歳入歳出決算並びに歳入歳出決算事項別明細書等の決算附属書

類が関係法令に準拠して作成されているか、また、予算は関係法令に則って適正かつ

効率的に執行されているか等に主眼をおき、関係職員から説明を聴取し、その適否に

ついて慎重に審査した。 

 

第４ 審査の結果 

 審査に付された平成２９年度埼玉県後期高齢者医療広域連合一般会計及び特別会

計歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書、財産に関す

る調書及びこれらに係る証書類については、それぞれ関係法令に準拠して作成されて

おり、その計数は正確であると認められ、また、予算についても、適正に執行されて

いるものと認められた。 

 審査の結果の概要は、以下のとおりである。 
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　２９年度決算額は、前年度決算額と比べると、歳入では、３９８億３４４万円（６．１％）、歳出で
は、３８８億１，５９６万円（６．１％）それぞれ増加したが、歳入総額の増加の方が大きいため実質
収支額では、９億８，７４８万円（６．６％）増加した。

　この歳出総額の増加要因は、被保険者数が増加し、療養の給付等の支払額が伸びたことなどによ
るものである。

15,980,079

695,030,581
679,050,503

0翌年度へ繰り越すべき財源

20,236

歳 入 総 額

歳 出 総 額

0
歳入歳出差引額（Ａ－Ｂ）

693,386,340

第５　審査の概要

　　（１）決算額
　　　　２９年度の決算額は、次表のとおりである。

　　１　決算の総括

1,644,241
1,644,531

一般会計

1,624,005

決算総括表

合計区　　　　分

予 算 現 額

(単位：千円)

685,471,772

677,426,498
15,959,842

0

特別会計

683,827,241

685,471,772
対前年度増減

(単位：千円、％)

　　（２）決算額の比較

（注）「実質収支額」は、「歳入歳出差引額」から「翌年度へ繰り越すべき財源」を差し引いた額である。

　　　　一般会計と特別会計を合わせた決算額の前年度との比較は、次表のとおりである。

　特別会計は、後期高齢者医療制度の施行（平成２０年４月１日）に伴い設置され、平成２９年度が
１０年度目にあたる。

区　　　　分 ２９年度

実 質 収 支 額（Ｃ－Ｄ） 20,236 15,980,079

決算額の比較表

15,959,842

２８年度

歳 入 総 額 695,030,581 655,227,134 6.139,803,447

増減率

651,872,006 33,599,766 5.2予 算 現 額

6.6
歳 出 総 額 679,050,503 640,234,541 38,815,961 6.1
歳入歳出差引額（Ａ－Ｂ） 15,980,079 14,992,593 987,486

0 0
実 質 収 支 額（Ｃ－Ｄ） 15,980,079 14,992,593 987,486
翌年度へ繰り越すべき財源 0

6.6
-

－2－



歳 出 総 額

歳 入 歳 出 差 引 額

111,979
△ 18,252

0
0

0

　　　　歳入歳出決算状況は、次表のとおりである。

歳入歳出決算状況表

（Ａ） （Ｂ） （歳出）（Ａ）－（Ｂ）

決算額の
予算現額に
対する割合

予算現額 決算額

　歳入予算現額１６億４，４５３万円に対し、歳入決算額は１６億４，４２４万円で、差引き２９万円
下回った。

　　２　一般会計
　　（１）歳入歳出決算状況

(単位：千円、％)

区　　　分

２９年度 予算現額と
決算額との比較

（歳入）（Ｂ）－（Ａ）

歳 入 1,644,531 1,644,241 △ 290 100.0

歳 入 総 額

歳 出 1,644,531 1,624,005 20,526 98.8

0

1,550,514
1,512,026

実質収支状況表

(単位：千円)

区　　　　　分

　歳出予算現額１６億４，４５３万円に対し、歳出決算額は１６億２，４００万円で、差引き
２，０５２万円（１．２％）の未執行となった。

２９年度 対前年度増減２８年度

実 質 収 支 額 38,488 △ 18,252

翌年度へ
繰り越す
べき財源

継 続 費 逓 次 繰 越 額

0事 故 繰 越 し 繰 越 額

1,644,241
1,624,005

20,236
0

38,488

0

93,727

0
0

00
20,236

計

　２９年度決算額は、歳入総額１６億４，４２４万円、歳出総額は１６億２，４００万円で、歳入歳出
差引額は２，０２３万円となり、２８年度決算額と比較すると、歳入総額で９，３７２万円、歳出総額
で１億１，１９７万円増となり、歳入歳出差引額で１，８２５万円減額となった。

繰 越 明 許 費 繰 越 額

0

－3－



※

※

※

　２９年度の歳入決算額を款別構成比率でみると、主要な自主財源である分担金及び負担金が１６億
４９０万円で歳入総額の９７．６％を占め、次いで繰越金が３，８４８万円で２．４％を占めている。
　また比率としては０％であるが、依存財源である国庫支出金は５４万円であった。

　決算額は１６億４，４５３万円で、予算現額に対する割合は１００．０％である。

収 入 未 済 額

　２９年度の款別歳入決算額においては、分担金及び負担金が８，９８３万円、国庫支出金が２３万
円、繰越金が３９２万円、前年度決算額より上回って歳入され、決算総額で９，３７２万円の増額と
なった。

1,604,902
548

（注）１　区分欄に※のついている歳入科目は「自主財源」、それ以外は「依存財源」

不 納 欠 損 額

833

　　　　款別の歳入決算状況は、次表のとおりである。

　また、決算額の調定額に対する割合も１００．０％である。

0 0

(単位：千円、％)

0.0
0.0

‐0

歳入決算状況表

(単位：千円、％)

対前年度増減

金額

調 定 額

決 算 額 1,644,241 1,550,514

２９年度

1,644,241

100.0
100.0

0

　　（２）歳　入
　　　　歳入決算状況は、次表のとおりである。

区　　　分

予 算 現 額

増減率

93,303

予 算 現 額 に 対 す る 割 合

（注）２　「自主財源」は、分担金及び負担金等の地方公共団体が自ら徴収または収納できる財源である。

　　　　　「依存財源」は、自主財源以外の国庫支出金及び県支出金である。

38,488 2.4

100.0

0.0

△ 47.7

2.2
△ 276

（Ａ）

1,604,903

款別歳入決算状況表

310

（Ｂ）－（Ａ）

△ 1

比　率

２９年度

決算額

調 定 額 に 対 す る 割 合

100.0
100.0

0

分担金及び負担金

国庫支出金

0

93,727

6.0
6.0
6.0

93,727

‐

‐
‐

1,644,531

２８年度

1,551,228
1,550,514

繰越金

1,644,531

区　分

諸収入

自主財源

依存財源

合　  計

予算現額

1,643,693
548

1,644,241

307

1,643,698
833

100.0
238

6.0
76.8
6.0

1,550,204
310

1,550,514

100.0

0.0
100.0

93,489△ 5
△ 285

93,727△ 290

（Ｂ）

303 0.0
38,488

1,515,063
△ 285

34,562

決算額

構　成

97.6
0.0

予算現額と
決算額との

比較

比　率

２８年度

97.7

決算額

（Ｃ）

決算額

構　成

対前年度増減

金額 増減率

（Ｂ）－（Ｃ）

3,926 11.4

5.9
76.8

89,839
2380.0

0
579 0.1△ 4

－4－



１

１

款　　・　　項

（Ａ）

決算額

対前年度増減

金額

２９年度 ２８年度

予算現額

算額との比較

548国庫支出金 238
△ 285548

　　　　　第２款　　国庫支出金

76.823865.8

（単位：千円、％）

833

　歳入の内容は、市町村負担金（共通経費負担金）である。これは、広域連合規約第１７条第２項の規定

増減率

5.9

２８年度

89,839 5.9
89,839

予算現額と決予算現額

算額との比較

決算額決算額

（Ｂ）－（Ａ）

収入率

（Ｂ）／（Ａ）

対前年度増減

金額

（単位：千円、％）

款　　・　　項

２９年度

　予算現額１６億４９０万円に対し、決算額は１６億４９０万円で、収入率は１００．０％である。

負担金

予算現額と決

（Ｂ）

1,604,902
100.01,604,902分担金及び負担金 1,604,903

1,604,903
△ 1

100.0

　　　　　第１款　　分担金及び負担金

に基づき、広域連合の運営に係る人件費、賃借料、備品購入費等の共通経費について、広域連合を構成す

（Ｃ）

1,515,063
1,515,063

（Ｂ）－（Ｃ）

△ 1

（Ａ）

（Ｂ）－（Ａ）

増減率決算額

（Ｂ）－（Ｃ）

収入率

国庫補助金 833

（Ｃ）（Ｂ）／（Ａ）

65.8△ 285
（Ｂ）

310

　予算現額８３万円に対し、決算額は５４万円で、収入率は６５．８％である。

る県内各市町村からの負担金を受け入れたものである。

310 76.8

－5－



１

１

２

　　　予算現額１０万円に対し、決算額２１万円、収入率２０９．９％である。

　２８年度繰越金３，４５６万円に対し、２９年度は３９２万円の増となった。

3,926
3,926

　予算現額３，８４８万円に対し、決算額は３，８４８万円で、収入率は１００．０％である。

38,488

款　　・　　項

100.0 34,562
0

　決算額の主なものは、次のとおりである。

　第１項　預金利子

　　第１目　預金利子

（Ｂ）／（Ａ）

決算額

11.4
11.4100.0 34,562

対前年度増減

金額 増減率

算額との比較

（Ｂ）－（Ａ）

0
（Ａ）

繰越金

（Ｃ）

38,488
（Ｂ）

繰越金 38,488

款　　・　　項
予算現額

２９年度

38,488

収入率予算現額と決

　　　　　第３款　　繰越金

（Ｂ）－（Ｃ）

２８年度

決算額

（単位：千円、％）

収入率 決算額 金額 増減率

　　　　　第４款　　諸収入

（単位：千円、％）

算額との比較

２９年度 ２８年度 対前年度増減

予算現額 決算額 予算現額と決

（Ａ） （Ｂ） （Ｂ）－（Ａ） （Ｂ）／（Ａ） （Ｃ） （Ｂ）－（Ｃ）

諸収入 307 303 △ 4 98.7 579 △ 276 △ 47.7

雑入 206 91 △ 115 44.2 185 △ 94 △ 50.8
預金利子

　予算現額３０万円に対し、決算額は３０万円で、収入率は９８．７％である。

△ 46.2101 212 111 209.9 394 △ 182

－6－



6.5議 会 費 1,284 734 0.1

区　分

２９年度

予算現額と 決算額 決算額 金額 増減率

予 備 費

51 0.0 0公 債 費

8,000 0
-

1,195,412
2.9

1,298,289

8,000
51 0

（Ｂ）－（Ｃ）

0.0 0

11,925

合　  計 1,644,531 1,624,005 100.0 20,526 1,512,026 7.4
0 0.0 0

0 79.1 102,877

689

100.0 111,979

２８年度

-

8.6

0.0 45

111,979

20.0

構　成

比　率 （A）－（B）

区　　　分

予 算 現 額 93,3031,644,531

　　（３）歳　出

　　　　歳出決算状況は、次表のとおりである。

２９年度 ２８年度

(単位：千円、％)

0
0.0

歳出決算状況表

1,551,228

2.51.2

0.0

- △ 1.3

　　　　款別の歳出決算状況は、次表のとおりである。

336,907 324,982

構　成

　決算額は１６億２，４００万円で、予算現額１６億４，４５３万円に対する割合は９８．８％である。

(単位：千円、％)

総 務 費

　翌年度繰越額はなく、不用額は２，０５２万円で、予算現額に対する割合は１．２％である。

決算額との比較

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ）

315,925

比　率

98.8
1,624,005

予 算 現 額 に 対 す る 割 合

不 用 額 20,526

79.91,298,289

款別歳出決算状況表

-
翌 年 度 繰 越 額

0.0
△ 47.6

民 生 費

550
20.9 9,057

対前年度増減

予算現額 決算額 決算額

0

1,512,026決 算 額

予 算 現 額 に 対 す る 割 合 97.5

予 算 現 額 に 対 す る 割 合

-
△ 18,676

0
0.0

　２９年度の歳出決算額を款別構成比率でみると、総務費が３億２，４９８万円で２０．０％、民生費が
１２億９，８２８万円で７９．９％となっており、この２つの款が歳出のほぼ全てを占めている。

　２９年度の款別歳出決算額においては、総務費が９０５万円、民生費が１億２８７万円、前年度決算額
を上回り、決算総額で１億１，１９７万円の増額となった。

対前年度増減

金額 増減率

39,202

0.0

6.0
7.4
1.3

－7－



１

　　第１項　議会費

　　　第１目　議会費（議員報酬、会議録作成委託料、議会会場使用料など）　　

　このうち、主要事業の執行状況は次のとおりである。

　　　第１目　議会費（会議録作成委託料）の執行残　　　１６万円

347 387

（単位：千円、％）

47.3
執行率

広域連合議会

　予算現額１２８万円に対し、決算額は７３万円で、執行率は５７．２％である。

　決算額の内訳は、次のとおりである。

不用額

70.4広域連合議会会議録作成委託事業 550 387

事　業　名

163
734

予算現額 支出済額

　　　　　第１款　　議会費

款　　・　　項

２９年度 ２８年度 対前年度増減

予算現額 決算額 決算額 金額執行率

　　第１項　議会費

　広域連合議会は、定例会２回及び臨時会１回を開催し、条例、予算など１２議案の審議を行ったもの

　広域連合議会会議録作成委託事業は、議会の審議記録の重要性を考慮し、その録音から会議録の調製

　不用額は５５万円であり、その主なものは次のとおりである。

である。

製本までの業務を委託し実施したものである。

増減率

算額との比較

予算現額と決

（Ａ） （Ｂ） （A）－（B） （Ｂ）／（Ａ） （Ｃ） （Ｂ）－（Ｃ）

45 6.5
議会費 1,284 734 550 57.2 689 45

　　　第１目　議会費（議会会場使用料）の執行残　　　　２２万円

　　　第１目　議会費（議員報酬）の執行残　　　　　　　　８万円

（単位：千円、％）

6.5
議会費 1,284 734 550 57.2 689

－8－



１

２

３

　　第２項　選挙費

　　第３項　監査委員費

非常勤職員報酬 1,610 90.9

　

17,754

　広域連合は、後期高齢者医療制度の円滑かつ適正な事業運営に向け、県内各市町村の７５歳以上

（６５歳以上の一定以上の障がいがある者を含む）の被保険者の賦課及び給付事業を一元的に行うた

め、市町村の派遣職員で組織・運営している。

　事務局職員給与等負担金は、広域連合を構成する市町村から派遣された職員３４人の給与や共済組合

負担金等であり、派遣元の市町村へ負担金として支出したものである。

　非常勤職員報酬は、延べ１０人の補助職員についてのものである。

267,253
予算現額

16,144
2,747

２８年度

予算現額と決

（Ｂ）／（Ａ） （Ｂ）－（Ｃ）

　決算額の主なものは、次のとおりである。

算額との比較

予算現額 決算額

96.5

執行率 決算額

　　　　　第２款　　総務費

（Ａ） （Ｂ） （A）－（B）

２９年度

増減率

　　　　予算策定時の職員給与算定額等と、実際に派遣された職員の給与額及び勤務手当支出額とにお
　　　いて差額が生じたことなどによる。

不用額

　このうち、主要な執行状況は次のとおりである。

（単位：千円、％）

　予算現額３億３，６９０万円に対し、決算額は３億２，４９８万円で、執行率は９６．５％である。

　不用額は１，１９２万円であり、その主なものは次のとおりである。

　　第１項　総務管理費

　　　第１目　一般管理費（負担金、補助及び交付金など）　　　１，１８７万円

事　業　名

　　　第１目　一般管理費（負担金、補助及び交付金、委託料、使用料及び賃借料など）

　　　第１目　監査委員費（報酬など）の執行残　　　　　　　　　　　　４万円

　　　第１目　選挙管理委員会費（報酬など）の執行残　　　　　　　　　１万円

99.0

総務費 324,982 11,925

　　第１項　総務管理費

315,925
2.9

35
84

執行率

款　　・　　項

315,881 9,032

　　　　　　　                           　３億２，４９１万円

0

2.9

対前年度増減

支出済額

270,000

336,788 324,913 11,875
71.4

事務局職員給与等負担金

総務管理費

監査委員費 0.0

（単位：千円、％）

選挙費 0 25 皆増10

金額

（Ｃ）

9,057

44 40 52.4 44

96.5
25

336,907

－9－



１

１

（Ｃ） （Ｂ）－（Ｃ）

‐

当初予算額と充用額

0.0
0.0 0 0

対前年度増減

0 0 ‐

予備費 8,000 0
（Ａ） （Ａ）－（Ｂ）

0 0
（Ｂ）－（Ｃ）（Ｃ）

充用額との比較

8,000

　　　　　第５款　　予備費

款　　・　　項

（Ｂ）

金額 増減率

公債費 51

２８年度

充用額当初予算額

0 51

（単位：千円、％）
２９年度

公債費 51 0 51
（Ａ） （Ｂ） （A）－（B） （Ｂ）／（Ａ）

算額との比較

執行率 決算額予算現額と決決算額

‐

（単位：千円、％）

8.6
社会福祉費 1,298,289 1,298,289 0 100.0 1,195,412 102,877 8.6

（Ｃ） （Ｂ）－（Ｃ）

102,877民生費 1,298,289 1,298,289 0 100.0 1,195,412

金額

（Ａ） （Ｂ） （A）－（B） （Ｂ）／（Ａ）

算額との比較

２９年度 ２８年度 対前年度増減

予算現額 決算額 予算現額と決 執行率 決算額
款　　・　　項

（単位：千円、％）

款　　・　　項

２９年度 ２８年度 対前年度増減

増減率

　　　　　第３款　　民生費

金額

増減率

8,000 0 ‐8,000 0 0

　予算現額１２億９，８２８万円に対し、決算額は１２億９，８２８万円で執行率は１００．０％である。

１ 予備費

　当年度は未執行であった。

　当年度は未執行であった。

　　第１項　社会福祉費

　決算額の内訳は次のとおりである。

　　　　　第４款　　公債費

予算現額

　　　第１目　老人福祉費（繰出金）　　１２億９，８２８万円（事務経費繰出金）

－10－



　歳入予算現額６，８３８億２，７２４万円に対し、歳入決算額は６，９３３億８，６３４万円で、
９５億５，９０９万円（１．４％）上回った。

　歳出予算現額６，８３８億２，７２４万円に対し、歳出決算額は６，７７４億２，６４９万円で、
差引６４億７４万円（０．９％）の未執行となった。

　２９年度決算額は、歳入総額６，９３３億８，６３４万円、歳出総額６，７７４億２，６４９万
円で、歳入歳出差引額は１５９億５，９８４万円となり、２８年度決算額と比較すると、歳入総額
で３９７億９７２万円、歳出総額で３８７億３９８万円それぞれ増加し、歳入歳出差引額で１０億
５７３万円増額となった。

  なお、２９年度歳入歳出差引額１５９億５，９８４万円は、実質収支額として３０年度に全額繰
越しとなるものである。

　　　　歳入歳出決算状況は、次表のとおりである。

歳入歳出決算状況表

（Ａ） （Ｂ） （歳出）（Ａ）－（Ｂ）

　　３　後期高齢者医療事業特別会計　
　　（１）歳入歳出決算状況

(単位：千円、％)

区　　　分

２９年度 予算現額と
決算額との比較 決算額の

予算現額に
対する割合

予算現額 決算額
（歳入）（Ｂ）－（Ａ）

歳 入 683,827,241 693,386,340 9,559,099 101.4
歳 出 683,827,241 677,426,498 6,400,743 99.1

(単位：千円)

実質収支状況表

歳 入 総 額

対前年度増減

39,709,720
区　　　　　分 ２９年度

693,386,340 653,676,620
２８年度

歳 入 歳 出 差 引 額

38,703,983
1,005,737

歳 出 総 額 677,426,498
15,959,842

638,722,515
14,954,105

実 質 収 支 額 15,959,842

0
0

翌年度へ
繰り越す
べき財源

継 続 費 逓 次 繰 越 額

14,954,105 1,005,737

0
0

0

計 0

0

00

0繰 越 明 許 費 繰 越 額

事 故 繰 越 し 繰 越 額 0

0

－11－



※

※

※

※

※

※

特別高額医療費
共同事業交付金

財産収入

自主財源

依存財源

一般会計繰入金

(上記のうち、
依存財源分)

支払基金繰入金

繰越金

諸収入 53.3391,856 666,880 0.10.1
△ 2,287,719 △ 13.3

(単位：千円、％)

(単位：千円、％)

国庫支出金

県支出金

支払基金交付金

355,409
14,954,105 14,954,105 2.2 0 17,241,824 2.6

630,433 1,022,289

2,000 268 0.0 △ 1,732 142

653,676,620 100.0

0.0 126 88.7

39,709,720 6.1
536,006,513 544,090,953 78.5

合　  計 683,827,241 693,386,340 100.0 9,559,099

9,687,664 6.9
8,084,440 514,068,897 78.7 30,022,056 5.8

147,820,728 149,295,387 21.5 1,474,659 139,607,723 21.3
0

1,195,4121,298,289 1,298,289 0.2

245,338 237,971 0.0 △ 7,367 231,868 0.0

2,942,767 5.7

6,103 2.6

455,242 259,821,935 39.8 16,912,164
7.9

6.5276,278,857 276,734,099 39.9
54,209,915 54,451,055 7.9 241,140 51,508,288

10,161,022
8,454,751

5.0
18.0

7,395,425 202,506,806
126,214,180 18.2 117,759,429

31.0
7.2

金額

（Ｂ）－（Ａ） （Ｃ） 比　率 （Ｂ）－（Ｃ）

構　成

予算現額と
決算額との

比較

決算額

２８年度

予算現額 決算額 決算額

（Ａ）

決算額

205,272,403 212,667,828 30.7

（注）１　区分欄に※のついている歳入科目は「自主財源」、それ以外は「依存財源」

（注）２　「自主財源」は、分担金及び負担金等の地方公共団体が自ら徴収または収納できる財源である。

　　　　　「依存財源」は、自主財源以外の国庫支出金、県支出金等である。

△ 47.0
0.1

6.1
6.1

予 算 現 額 に 対 す る 割 合 101.4
693,386,340
693,469,470調 定 額

決 算 額

39,696,648

　　（２）歳　入
　　　　歳入決算状況は、次表のとおりである。

区　　　分

予 算 現 額

増減率

33,506,463

２９年度

683,827,241

対前年度増減

金額

0.4

100.5 ‐
39,709,720653,676,620

0

増減率

1,084,535

２８年度

650,320,778
653,772,822

28,028
89

5.2

0.9
0.0調 定 額 に 対 す る 割 合 100.0

　　　　款別の歳入決算状況は、次表のとおりである。

‐
△ 13,161

68,174

　決算額は６，９３３億８，６３４万円で、予算現額に対する割合は１０１．４％である。また、決算額
の調定額に対する割合は１００．０％である。

68,263

100.0

収 入 未 済 額

不 納 欠 損 額 14,867

構　成

（Ｂ） 比　率

125,129,645

区　分

２９年度

市町村支出金

8.6

0 0 0.0 0

　　　　　款別歳入決算状況表

歳入決算状況表

0.00 0 0.0

0.2 102,877

対前年度増減

5,806,256 5,806,256 0.8 0 2,744,036 3,062,220 111.6
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　なお、歳入決算額における財源別構成比率は、自主財源２１．５％、依存財源７８．５％となってい
る。

２９年度の款別歳入決算額においては、市町村支出金が８４億５，４７５万円、国庫支出金が１０１億
６，１０２万円、県支出金が２９億４，２７６万円、支払基金交付金が１６９億１，２１６万円、支払基
金繰入金が３０億６，２２２万円、前年度決算額を上回り、繰越金が２２億８，７７１万円、前年度決算
額を下回り、決算総額で３９７億９７２万円の増額となった。

　２９年度の歳入決算額を款別構成比率でみると、依存財源では、支払基金交付金が２，７６７億
３，４０９万円で３９．９％、国庫支出金が２，１２６億６，７８２万円で３０．７％を占め、続いて県
支出金が５４４億５，１０５万円で７．９％を占めている。また、主要な自主財源である市町村支出金が
１，２６２億１，４１８万円で１８．２％、繰越金が１４９億５，４１０万円で２．２％を占めている。
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１

　　

１

２

　予算現額１，２５１億２，９６４万円に対し、決算額は１，２６２億１，４１８万円で、収入率は
１００．９％である。

　予算現額２，０５２億７，２４０万円に対し、決算額は２，１２６億６，７８２万円で、収入率は
１０３．６％である。

歳入の主なものは、療養給付費負担金及び調整交付金である。前者は、療養の給付等に要する費用に係
る国負担金であり、１，６００億４，１５９万円の歳入があった。後者は、各広域連合間における被保険
者の所得の格差による財政の不均衡を是正するための交付金等であり、４６３億３，９８８万円の歳入が
あった。

162,966,279 5,740,803 103.7

（Ｃ）

202,506,806
154,681,830国庫負担金 157,225,476

（Ｂ）／（Ａ）

（単位：千円、％）

103.6

対前年度増減

10,161,022

8,284,449 5.4

市町村負担金 1,084,535125,129,645 100.9126,214,180

予算現額

（Ａ）

8,454,751

２８年度

決算額

126,214,180
（Ｂ）－（Ｃ）

（単位：千円、％）

7.2

決算額 金額

市町村支出金 125,129,645 100.91,084,535 8,454,751
7.2

　　　　　第１款　　市町村支出金

　　　　　第２款　　国庫支出金

（Ｃ）

117,759,429
117,759,429

増減率予算現額と決

算額との比較

　歳入の主なものは、保険料等負担金及び療養給付費負担金である。前者は、被保険者に係る保険料徴収
分並びに低所得者及び被扶養者についての保険料軽減分に係る市町村負担金であり、７４５億１，６２３
万円の歳入があった。後者は、療養の給付等に要する費用に係る市町村の負担金であり、５１６億
９，７９４万円の歳入があった。

款　　・　　項

（Ｂ） （Ｂ）－（Ａ）

対前年度増減

収入率

（Ｂ）／（Ａ）

２９年度

款　　・　　項
予算現額

（Ａ）

205,272,403国庫支出金

２９年度

212,667,828
（Ｂ）

予算現額と決

算額との比較

（Ｂ）－（Ａ）

決算額

7,395,425

２８年度

決算額収入率 金額

（Ｂ）－（Ｃ）

増減率

5.0

1,876,573 3.9国庫補助金 48,046,927 49,701,549 1,654,622 103.4 47,824,976
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１

２

３

１

　予算現額５４２億９９１万円に対し、決算額は５４４億５，１０５万円で、収入率は、１００．４％で
ある。

　予算現額２，７６２億７，８８５万円に対し、決算額は２，７６７億３，４０９万円で、収入率は
１００．２％である。

　歳入の内容は、後期高齢者交付金で、療養の給付費等に要する費用に係る各医療保険者からの交付金
（現役世代からの支援金）である。

　なお、当該交付金は、２９年度実績に基づき精算し、超過分については、３０年度に返還することにな
る。

0

16,912,164
16,912,164

6.5

（単位：千円、％）

0.0 0 0 0.0財政安定化基金支出金 1

　歳入の内容は、療養給付費負担金及び高額医療費負担金である。前者は、療養の給付等に要する費用に
係る県負担金であり、５１５億２，６３６万円の歳入があった。後者は、高額な医療費に係る県負担金で
あり、２９億２，４６８万円の歳入があった。

54,209,913

（Ｂ）－（Ｃ）

54,451,055 241,142

対前年度増減

金額 増減率

２９年度

決算額 収入率

455,242
455,242 6.5100.2

（Ｃ）

276,734,099 259,821,935
259,821,935

（Ｂ）／（Ａ）

100.2

（Ｂ）

予算現額と決

算額との比較

（Ｂ）－（Ａ）（Ａ）

２９年度

予算現額と決 収入率

支払基金交付金

支払基金交付金 276,278,857

款　　・　　項
予算現額

算額との比較
款　　・　　項

100.4 51,508,288県負担金

241,140

0.00.0

県支出金

県補助金 △ 1

金額 増減率

0

　　　　　第３款　　県支出金

２８年度

決算額予算現額

（Ａ） （Ｃ）

51,508,288

0

（Ｂ）－（Ｃ）

0
△ 1

100.4 5.72,942,767
2,942,767 5.7

（Ｂ）－（Ａ） （Ｂ）／（Ａ）

　　　　　第４款　　支払基金交付金

54,451,055

276,278,857
276,734,099

決算額

２８年度

決算額

対前年度増減

（単位：千円、％）

1

（Ｂ）

54,209,915
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１

１

　予算現額２億４，５３３万円に対し、決算額は２億３，７９７万円で、収入率は９７．０％である。

　歳入の内容は、著しく高額な医療費（レセプト１件につき４００万円を超えるもの）の２００万円超過
分について財政調整を行う交付金である。

88.7

（単位：千円、％）

（Ａ） （Ｂ）

2,000 268

算額との比較

△ 1,732 13.4 142 126
2,000 268 △ 1,732 13.4 142 126 88.7

決算額 金額 増減率

（Ｃ） （Ｂ）－（Ｃ）

特別高額医療費共同事
業交付金 245,338

　　　　　第６款　　財産収入

款　　・　　項

２９年度 ２８年度 対前年度増減

予算現額 決算額

　

予算現額と決 収入率

財産収入

財産運用収入

　予算現額２００万円に対し、決算額は２６万円で、収入率は１３．４％である。

（Ｂ）－（Ａ） （Ｂ）／（Ａ）

237,971 △ 7,367 97.0 231,868 6,103 2.6

（Ａ） （Ｂ） （Ｂ）－（Ａ） （Ｂ）／（Ａ）

97.0 231,868245,338 237,971 △ 7,367

（Ｃ） （Ｂ）－（Ｃ）

2.66,103

決算額 予算現額と決 収入率

（単位：千円、％）

特別高額医療費共同事業交付金

決算額 金額

　　　　　第５款　　特別高額医療費共同事業交付金

増減率

算額との比較
款　　・　　項

２９年度 ２８年度 対前年度増減

予算現額

　歳入の内容は、保険給付費支払基金積立金利子で、定期預金にしたことにより、２８年度決算額を上
回った。
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１

２

１

　予算現額７１億４５４万円に対し、決算額は７１億４５４万円で収入率は、１００．０％である。
　歳入の内容は、一般会計繰入金及び保険給付費支払基金繰入金である。
　一般会計繰入金は、事務経費繰入金を一般会計から繰り入れたもので、１２億９，８２８万円の歳入が
あった。
　保険給付費支払基金繰入金は、歳入不足分を同基金から取り崩したもので５８億６２５万円の歳入が
あった。

（単位：千円、％）

繰越金 14,954,105 14,954,105 0
繰越金 14,954,105 14,954,105 0 100.0

　予算現額１４９億５，４１０万円に対し、決算額は１４９億５，４１０万円で、収入率は１００.０％で
ある。

17,241,824 △ 2,287,719

　歳入の内容は前年度からの繰越金であり、２８年度特別会計の歳入歳出決算額における実質収支額
１４９億５，４１０万円が全額繰越された。

17,241,824 △ 2,287,719 △ 13.3100.0
△ 13.3

（Ｂ）／（Ａ） （Ｃ） （Ｂ）－（Ｃ）

予算現額 増減率決算額 予算現額と決

　　　　　第８款　　繰越金

100.0

（Ａ） （Ｂ） （Ｂ）－（Ａ）

収入率 決算額
款　　・　　項

２９年度

算額との比較

（単位：千円、％）

２８年度

金額

対前年度増減

2,744,036基金繰入金 5,806,256 5,806,256
1,298,289

0

一般会計繰入金 0 100.01,298,289 102,877 8.6
111.6

予算現額

（Ｃ）

算額との比較

決算額

1,195,412
繰入金 7,104,545 7,104,545 0 100.0

　　　　　第７款　　繰入金

款　　・　　項

２９年度 ２８年度 対前年度増減

（Ａ） （Ｂ） （Ｂ）－（Ａ） （Ｂ）－（Ｃ）

予算現額と決 収入率 決算額 金額 増減率

（Ｂ）／（Ａ）

3,165,097

3,062,220

3,939,448 80.3
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１

２

３

（単位：千円、％）

401 △ 375 △ 93.5

665,906 355,813 53.4

決算額

預金利子 300 544 244 573 △ 29 △ 5.1

　　　　　第９款　　諸収入

増減率

算額との比較
款　　・　　項

２９年度 ２８年度 対前年度増減

予算現額 予算現額と決 収入率 決算額 金額

（Ａ） （Ｂ） （Ｂ）－（Ａ） （Ｂ）／（Ａ） （Ｃ） （Ｂ）－（Ｃ）

諸収入 630,433 1,022,289 391,856 162.2 666,880 355,409 53.3

24 1,310.0
延滞金、加算金
及び過料

雑入

2 26

630,131 1,021,719 391,588 162.1
181.3

　予算現額６億３，０４３万円に対し、決算額は１０億２，２２８万円で、収入率は１６２．２％であ
る。

　歳入の主なものは、第三者行為の損害賠償請求に基づく第三者納付金であり、７億４，６６５万円の歳
入があった。

－18－



区　　　分

0

　県財政安定化基金拠出金は、平成２９年度も負担が無かった。

677,426,498683,827,241合　  計

予 備 費

県財政安定化基
金 拠 出 金

－ － － － － －

公 債 費 1 0 0.0 1 0 -

2,319,788
3,905,066

0.4 279,697

　決算額は６，７７４億２，６４９万円で、予算現額６，８３８億２，７２４万円に対する割合は
９９.１％ である。
　翌年度繰越額はなく、不用額は６４億７４万円で、予算現額に対する割合は０．９％である。

(単位：千円、％)

191,131

総 務 費

－ -

11,253,631

特別高額医療費
共同事業拠出金 245,338 205,434

保 健 事 業 費 2,801,964 2,522,267
基 金 積 立 金 3,903,334

7,000
諸 支 出 金 11,279,917

638,722,515

0

6,400,743100.0

1.6 26,286
0.0 7,000 0

12,346,578

100.0

0.0

6.1
-

1.9
0.0

△ 1,092,947

0
38,703,983

0.6

0.0

9.6

△ 26.4

7.5

1,732

97.2 6.6

5,305,464
8.7

金額

構　成

44,944

39,904 14,303

1,385,817 1,340,873 0.2 117,195
6,001,179

増減率

△ 8.9

0.8 △ 1,402,130

202,479

0.2

（Ｂ）－（Ｃ）

40,865,083

0.0

0.4

617,335,876

比　率（Ｃ）

1,223,678

構　成

比　率 （A）－（B）

決算額 決算額

96.7

(単位：千円、％)

△ 0.91.80.9

　　（３）歳　出

　　　　歳出決算状況は、次表のとおりである。

予 算 現 額 5.2

対前年度増減

保 険 給 付 費 664,202,138

予算現額と
決算額との

比較

658,200,959

予算現額 決算額 決算額
区　分

（Ａ） （Ｂ）

２８年度

6.1
0.9

38,703,983
-

決 算 額

不 用 額 △ 5,197,5206,400,743
予 算 現 額 に 対 す る 割 合

対前年度増減

金額 増減率
２９年度 ２８年度

0.00.0
0

33,506,463683,827,241 650,320,778

11,598,263

638,722,515
98.2

款別歳出決算状況表

0
-

　　　　款別の歳出決算状況は、次表のとおりである。

予 算 現 額 に 対 す る 割 合 -

歳出決算状況表

予 算 現 額 に 対 す る 割 合

翌 年 度 繰 越 額

677,426,498
99.1

２９年度

0 0.0
0.0

△ 44.8

　２９年度の歳出決算額を款別構成比率でみると、保険給付費が６，５８２億９５万円で９７．２％と、
歳出のほぼ全てを占めている。

　２９年度の款別歳出決算額においては、保険給付費が４０８億６，５０８万円、前年度決算額を上回
り、基金積立金が１４億２１３万円、諸支出金が１０億９，２９４万円、前年度決算額を下回り、決算総
額で３８７億３９８万円の増額となった。
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１

　被保険者証作成等業務委託事業は、年次一斉更新のための被保険者証の作成及び封入・封緘と合わ
せ、年次更新後に市町村が使用する年齢到達者用の被保険者証、封筒等を作成したものである。

　損害賠償求償事務委託事業は、交通事故等の第三者行為に係る医療費を請求するため、損害賠償求償
事務を委託したものである。

　レセプト点検委託事業は、医療給付費の適正化を図るため、診療報酬明細書（レセプト）等の資格点
検及び内容点検業務を委託したものである。

　ジェネリック医薬品利用差額通知作成業務委託事業は、医療給付費の適正化を図るため、ジェネリッ
ク医薬品利用差額通知の作成及び発送等の業務を委託したものである。

　後期高齢者医療に関する医療費通知作成業務委託事業は、適正受診の促進及び医療機関からの不正請
求防止のため、医療費通知の作成等の業務を委託したものである。

後期高齢者医療に関する医療費
通知作成業務委託事業

96,768 94,541 2,227 97.7

　電算機器運用･維持管理事業は、後期高齢者医療電算処理システム（標準システム）の機器類（サー
バ、端末、プリンタ等）の調達、保守、運用管理、セキュリティの業務を行ったものである。

ジェネリック医薬品利用差額通
知作成業務委託事業

15,876 15,413 463

92,060

97.1

91,372

2,457
後期高齢者医療に関する電算処
理システム運用業務委託事業

189,108 186,651

99.3688

66,863

（単位：千円、％）

96.7

総務管理費 1,385,817 1,340,873

予算現額

電算機器運用・維持管理事業

レセプト点検委託事業

100.0

91.4

98.7

執行率

（Ｂ） （A）－（B）

決算額

0

　決算額の内訳は、次のとおりである。

　　第１項　総務管理費

　　　第１目　一般管理費（役務費、委託料など）　　　　　１３億４，０８７万円

5,721

損害賠償求償事務委託事業

　　　第１目　一般管理費（委託料）の執行残　　　２，５９０万円

　不用額は４，４９４万円であり、その主なものは次のとおりである。

　　第１項　総務管理費

　後期高齢者医療に関する電算処理システム運用業務委託事業は、広域連合の電算処理システムの円滑
な運用を図るため、資格管理業務、賦課業務、収納業務、給付業務に係る運用業務を委託したものであ
る。

　　　　　　　　

　このうち、主要事業の執行状況は次のとおりである。

（単位：千円、％）

17,674 17,674

事　業　名 支出済額

298,644 288,889
被保険者証作成等業務委託事業

増減率予算現額と決

1,223,678 117,195

決算額

9.6
（Ｃ） （Ｂ）－（Ｃ）

金額

117,195 9.6
96.8

　　　　　第１款　　総務費

款　　・　　項

２９年度 ２８年度 対前年度増減

1,340,873 44,944

予算現額

（Ａ）

予算現額１３億８，５８１万円に対し、決算額は１３億４，０８７万円で、執行率は９６．８％であ
る。

総務費 1,385,817

算額との比較

（Ｂ）／（Ａ）

不用額 執行率

9,755
61,142

44,944 96.8 1,223,678
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１

２

３

　　　第１目　療養給付費（負担金、補助及び交付金）　　６，４５２億９，７０９万円

　　　第２目　高額介護合算療養費（負担金、補助及び交付金）　　６億６，５２３万円

99.6高額介護合算療養費支給事業 667,881

（単位：千円、％）

6,776,838 10,521

事　業　名

　審査支払事務委託事業は、適正な医療費を支払うために、保険医療機関等から請求のあった診療報酬明
細書等（レセプト）について、請求内容の審査事務及び診療報酬等支払事務を委託したものである。

98.3

高額療養費支給事業

665,238
7,877
2,643

　療養給付等支払事業は、被保険者が安心して医療を受け続けるため、審査を経た保険医療機関等からの
診療報酬明細書等（レセプト）に基づき、診療報酬等を支払ったものである。

　訪問看護療養費支払事業は、被保険者が安心して訪問看護を受け続けるため、被保険者が居宅におい
て、訪問看護ステーションの看護師等から訪問看護を受けた場合の訪問看護療養費を支払ったものであ
る。

　高額介護合算療養費支給事業は、被保険者の負担軽減のため、１年間（８月１日～翌年７月３１日）に
支払った医療保険と介護保険の自己負担限度額を合算し、限度額を超えた場合、申請により超えた金額を
高額介護合算療養費として支給したものである。

　葬祭費支給事業は、葬祭費用を補助するため、被保険者が死亡した場合、申請により葬祭執行者に対し
て葬祭費（１件５万円）を支給したものである。

38,620葬祭費支給事業 2,207,550

5,890,825

99.96,119,478 6,111,601
1,445,867 98.621,149

98.42,512,229

　　　　　第２款　　保険給付費

（Ａ） （Ｂ） （A）－（B）

２９年度 ２８年度 対前年度増減

予算現額 決算額 予算現額と決

6.6

5.5

6.6

（Ｂ）／（Ａ） （Ｃ） （Ｂ）－（Ｃ）

99.1

不用額

　このうち、主要事業の執行状況は次のとおりである。

（単位：千円、％）

　　第１項　療養諸費

　　　第４目　審査支払手数料（委託料）　　　　　　　　　　　１４億４，５８６万円

6,787,359

　決算額の主なものは、次のとおりである。

執行率

訪問看護療養費支払事業

療養給付等支払事業

　高額療養費支給事業は、被保険者の負担軽減のため、１か月に支払った一部負担金の合計が自己負担限
度額を超えた場合、申請により超えた金額を高額療養費として支給したものである。

支出済額

99.1
予算現額

645,297,098

審査支払事務委託事業 1,467,016

金額

40,139,852

2,055,450 113,480

617,335,876 40,865,083
99.1 609,115,339

98.3

99.8

　　第２項　高額療養諸費

2,168,930

2,552,040
651,187,923

　　　第１目　高額療養費（負担金、補助及び交付金）　　　　　６１億１，１６０万円

　　第３項　その他医療給付費

増減率

算額との比較

執行率 決算額
款　　・　　項

療養諸費 655,207,229 649,255,191 5,952,038
保険給付費 664,202,138 658,200,959 6,001,179

高額療養諸費 6,165,087 611,751 9.9
その他医療給付費 2,207,550 2,168,930 38,620

39,811

　予算現額６，６４２億２１３万円に対し、決算額は６，５８２億９５万円で、執行率は、９９．１％で
ある。

　　　第１目　葬祭費（負担金、補助及び交付金）　　　　　　　２１億６，８９２万円

　　　第２目　訪問看護療養費（負担金、補助及び交付金）　　　２５億１，２２２万円
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　不用額は６０億１１７万円であり、その主なものは次のとおりである。

　　第１項　療養諸費

　　　第１目　療養給付費（負担金、補助及び交付金）の執行残　　　　　５８億９，０８２万円

　　第３項　その他医療給付費

　　　第１目　葬祭費（負担金、補助及び交付金）の執行残　　　　　　　　　　３，８６２万円

　　　第４目　審査支払手数料（委託料）の執行残　　　　　　　　　　　　　　２，１１４万円

　葬祭費支給事業は、葬祭費用を補助するため、被保険者が死亡した場合、申請により葬祭執行者に対し
て葬祭費（１件５万円）を支給したものである。

　　　第２目　訪問看護療養費（負担金、補助及び交付金）の執行残　　　　　　３，９８１万円
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１

特別高額医療費共同事業拠出金

　高齢者の医療の確保に関する法律第１１７条第３項に基づく特別高額医療費共同事業への拠出金であ

る。

特別高額医療費共同事業拠出金 245,338 205,434 39,904

39,904

　予算現額２億４，５３３万円に対し、決算額は２億５４３万円で、執行率は８３．７％である。

83.7 191,131 14,303 7.5

83.7 191,131 14,303 7.5

（Ｂ）／（Ａ） （Ｃ） （Ｂ）－（Ｃ）

款　　・　　項

２９年度

予算現額 決算額 予算現額と決 執行率

（Ｂ） （A）－（B）

　　　　　第３款　　特別高額医療費共同事業拠出金

増減率

２８年度 対前年度増減

（単位：千円、％）

算額との比較

金額決算額

245,338 205,434

（Ａ）
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１

　不用額は２億７，９６９万円であり、その主なものは次のとおりである。

　　第１項　健康保持増進事業費

　　　第１目　健康診査費（委託料等）　　　　　　　　　　　　　　２億６，７７２万円

89.7健康診査委託事業 2,299,430 2,062,004 237,426

　健康診査委託事業は、被保険者の健康保持・増進のため、各市町村への業務委託により健康診査を実
施したものである。

不用額 執行率

（Ａ）

　このうち、主要事業の執行状況は次のとおりである。

　　　第３目　その他健康保持増進費（負担金、補助及び交付金）　　３億９，３３２万円　　　　　　　

　　第１項　健康保持増進事業費

事　業　名

8.7

決算額

　決算額の主な内容は、次のとおりである。

（単位：千円、％）

90.0 2,319,788

２９年度 ２８年度 対前年度増減

予算現額 決算額 金額 増減率予算現額と決

　　　　　第４款　　保健事業費

款　　・　　項
算額との比較

執行率

（Ｃ）

90.0 2,319,788 202,479健康保持増進事業費 2,801,964
2,801,964 2,522,267 279,697

2,522,267

（Ｂ） （A）－（B） （Ｂ）／（Ａ）

279,697

（単位：千円、％）

　　　第１目　健康診査費（委託料等）　　　　　　　　　　　　　２１億２，６８３万円

（Ｂ）－（Ｃ）

202,479 8.7保健事業費

70.6

　　　第３目　その他健康保持増進費（負担金、補助及び交付金）　　　　　　８０３万円　　　　　　　

　予算現額２８億１９６万円に対し、決算額は２５億２，２２６万円で、執行率は９０．０％である。

予算現額 支出済額

　歯科健康診査委託事業は、被保険者の健康保持・増進に大きな影響を及ぼす歯科口腔機能に係る健
診・保健指導を（一社）埼玉県歯科医師会への事務委託により実施したものである。

歯科健康診査委託事業 86,306 60,955 25,351
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１

　決算額の内容は、次のとおりである。

１

基金積立金 △ 26.4

　　第１項　基金積立金

　　　　　第６款　　公債費

3,905,066

　　　第１目　保険給付費支払基金積立金（積立金）　　３９億　３３３万円

△ 1,402,1303,903,334 1,732

款　　・　　項

２８年度

　予算現額３９億５０６万円に対し、決算額は３９億３３３万円で、執行率は１００．０％である。

100.0 5,305,464
基金積立金 3,905,066

増減率決算額

（Ｃ）

算額との比較

3,903,334 1,732
（Ｂ）－（Ｃ）

△ 1,402,130

（A）－（B）

対前年度増減

△ 26.4

２９年度

　　　　　第５款　　基金積立金

執行率

100.0 5,305,464
（Ａ） （Ｂ）

金額予算現額と決

執行率 決算額 金額

公債費

（単位：千円、％）

予算現額

（Ｂ）／（Ａ）

決算額

款　　・　　項

２９年度 ２８年度

予算現額

1 0

算額との比較

0 0

（Ｂ）／（Ａ）

1 0 0 0.0
公債費 1 0.0 0.0

0.0

　当年度は未執行であった。

1 0

（Ａ） （Ｂ） （A）－（B）

（単位：千円、％）

増減率予算現額と決

（Ｃ） （Ｂ）－（Ｃ）

決算額

対前年度増減
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１

　　　

１

予備費 0.0 07,000 0

款　　・　　項
決算額

２９年度

（A）－（B）

算額との比較

（Ａ） （Ｂ） （Ｂ）／（Ａ） （Ｂ）－（Ｃ）

7,000 0.0
（Ｃ）

0

金額 増減率執行率予算現額 決算額 予算現額と決

対前年度増減

２９年度 ２８年度 対前年度増減

２８年度

（A）－（B） （Ｂ）／（Ａ）（Ａ）

△ 1,092,947

予算現額と決

11,279,917

　当年度は未執行であった。

予備費 7,000 0 7,000 0.0 0 0 0.0

款　　・　　項

　　第１項　償還金及び還付加算金等

　　　第２目　償還金（償還金利子及び割引料）　　　　　　　　　１１１億３，４９０万円

諸支出金

執行率

11,253,631
（Ｃ） （Ｂ）－（Ｃ）（Ｂ）

△ 8.926,286 99.8

　　　　　第７款　　諸支出金

算額との比較

予算現額

12,346,578

決算額 増減率決算額 金額

11,279,917 11,253,631 26,286 99.8 △ 8.9

　予算現額１１２億７，９９１万円に対し、決算額は１１２億５，３６３万円で、執行率は９９．８％で
ある。

（単位：千円、％）

（単位：千円）

　　　第１目　還付金（償還金利子及び割引料）　　　　　　　　　　　１億１，６０７万円　

　　　　　第８款　　予備費

　決算額の主な内容は、次のとおりである。

償還金及び還付加算
金等 12,346,578 △ 1,092,947

－26－
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４ 財産に関する調書 

 

（１）物 品 

    物品（取得価格が１点１００万円以上の備品）の現在高は０点で、当年度中の増減は

なかった。 

 

（２）基 金 

保険給付費支払基金の前年度末現在高１８１億７，７９３万円に、利子積立金２６万

円、積立金３９億３０６万円を加え、後期高齢者医療制度に係る保険給付等に要する費

用に充てるため、５８億６２５万円を取り崩した結果、年度末現在高は１６２億   

７，５０１万円となり、当年度中に１９億２９２万円減少した。 
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５ むすび 

 

平成２９年度の一般会計と特別会計を合わせた決算総額は、歳入が６，９５０億３，０５８万円、

歳出が６，７９０億５，０５０万円となり、形式収支においては、１５９億８，００８万円の黒字

となり、翌年度へ繰り越すべき財源がなかったため実質収支も、１５９億８，００８万円の黒字と

なっている。黒字額は、前年度と比較して９億８，７４９万円（６．６％）の増となっている。 

これを会計別決算状況についてみると、一般会計においては、歳入が１６億４，４２４万円、歳

出が１６億２，４００万円となり、形式収支、実質収支ともに２，０２３万円の黒字となっている。 

また、特別会計においては、歳入が６，９３３億８，６３４万円、歳出が６，７７４億      

２，６４９万円となり、形式収支、実質収支ともに１５９億５，９８４万円の黒字となっている。 

歳入では、一般会計の歳入決算額の予算現額に対する割合は、ほぼ１００％となっており、一般

会計のうち中心的歳入であり、かつ自主財源の根幹でもある市町村負担金は１６億４９０万円とな

り、繰越金３，８４８万円と合わせて歳入総額のほぼ１００％を占めている。 

歳出では、一般会計において、総務管理費の事務局職員給与等負担金２億６，７２５万円及び社

会福祉費の事務経費繰出金１２億９，８２８万円で歳出総額の９６．４％を占めるが、事務局職員

給与等負担金は広域連合に職員を派遣している市町村に支払われており、事務経費繰出金は、特別

会計へ繰り出されている。 

また、特別会計において、歳出総額の９７．２％を占める保険給付費（６，５８２億９５万円）

は、保険医療機関等に診療報酬又は施術費等として支払われている。 

 

今回、審査に付された一般会計及び特別会計の歳入歳出決算書並びに同附属書類は、いずれも計

数が正確であり、また、予算の執行、会計事務及び財産の管理など財務に関する事務の執行につい

ても、適正に執行されているものと認められた。 

 今後、埼玉県における急速な高齢化の進展に伴い、本県の被保険者数はさらに増加することが見

込まれ、医療費が年々増大する中で、広域連合は、後期高齢者医療制度の安定的な運営を確保し、

高齢者の「安心」と「安全」を支えるという重要な役割を担っている。 

 そこで、以下の点について留意され、適正な制度運営と健全な財政運営に努められたい。 

 

１ 市町村における保険料収納率は、前年度に引き続き向上しているが、今後も市町村と連携した

収納対策に努められたい。 

２ 平成３０年度・平成３１年度の保険料率改定に当たっては、剰余金を活用して上昇抑制し、前

回の料率改定と同程度に抑えた料率改定を行ったところであるが、今後も、団塊の世代が全員 

７５歳以上となる２０２５年にかけての被保険者の急激な増加に備え、国・他都道府県の動向の

把握に努め、被保険者、有識者、市町村など様々な関係者の意見を聞きながら、中・長期的視野

に立った財政運営を行っていく必要がある。 

３ 平成２０年４月の制度開始以来１０年が経過し、平成３０年５月末現在、本県の被保険者数は

８６万人を超え、医療給付費が増加していく中、医療費適正化に向け、レセプト点検の強化やジ

ェネリック医薬品の利用促進、病気の早期発見や重症化予防に向けた健康診査、フレイル対策等

の保健事業のさらなる充実を図られたい。 

４ 被保険者数や医療給付費の増加に伴い、広域連合の業務量が増加する中、より一層効率的で円

滑な事務運営を図られたい。 
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